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１．目的 
本実施要領は、加工施設、試験研究用等原子炉施設、研究開発段階発電用

原子炉及びその附属施設（以下「研究開発段階発電用原子炉施設」という。）、

使用済燃料貯蔵施設、再処理施設、廃棄物埋設施設、廃棄物管理施設、使用

施設等及び東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所原子炉

施設（以下「核燃料施設等」という。）を設置した工場若しくは事業所又はこ

れらに係る事務所に対する保安検査の実施方法について定めたものである。 

 

２．用語の定義 
本実施要領における用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）加工規則 

核燃料物質の加工の事業に関する規則（昭和４１年総理府令第３７号）

をいう。 

（２）試験炉規則 

試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則（昭和３２年

総理府令第８３号）をいう。 

（３）研開炉規則 

研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（平成１２年総

理府令第１２２号）をいう。 

（４）貯蔵規則 

使用済燃料の貯蔵の事業に関する規則（平成１２年通商産業省令第１１

２号）をいう。 

（５）再処理規則 

使用済燃料の再処理の事業に関する規則（昭和４６年総理府令第１０号）

をいう。 

（６）第二種埋設規則 

核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の第二種廃棄物埋設の

事業に関する規則（昭和６３年総理府令第１号）をいう。 

（７）廃棄物管理規則 

核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の廃棄物管理の事業に

関する規則（昭和６３年総理府令第４７号）をいう。 

（８）核燃料物質使用規則 

核燃料物質の使用等に関する規則（昭和３２年総理府令第８４号）をい

う。 

（９）１Ｆ規則 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃
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料物質の防護に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第２号）を

いう。 

（１０）保安検査 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法

律第１６６号）第２２条第５項、第３７条第５項、第４３条の３の２４第

５項、第４３条の２０第５項、第５０条第５項、第５１条の１８第５項、

第５７条第５項及び第６４条の３第７項の規定に基づく検査をいう。 

 

３．保安検査の種類 
保安検査の種類は、以下のとおりとする。 

（１）年４回の保安検査 

①基本検査 

加工規則第８条の２第１項、試験炉規則第１５条の２第１項、研開炉

規則第８８条第１項、貯蔵規則第３８条第１項、再処理規則第１７条の

２第１項、第二種埋設規則第２０条の２第１項、廃棄物管理規則第３４

条の２第１項、核燃料物質使用規則第２条の１３第１項及び１Ｆ規則第

４０条第１項の規定に基づき、保安規定の遵守状況を確認するため、各

核燃料施設等において年４回、定期に行う検査。 

ただし、廃止措置計画の認可を受けた核燃料施設等に係る検査につい

ては、核燃料施設等内に核燃料物質が存在する場合は年４回、核燃料施

設等内に核燃料物質が存在しない場合は、廃止措置の実施状況に応じ、

年４回以内行うものとする。 
 

②追加検査 

加工規則第８条の２第１項、試験炉規則第１５条の２第１項、研開炉

規則第８８条第１項、貯蔵規則第３８条第１項、再処理規則第１７条の

２第１項、第二種埋設規則第２０条の２第１項、廃棄物管理規則第３４

条の２第１項、核燃料物質使用規則第２条の１３第１項及び１Ｆ規則第

４０条第１項の規定に基づき、上記の基本検査に加えて、各核燃料施設

等において、次に掲げる（ａ）又は（ｂ）のいずれかに該当する場合に

実施する検査 

 

（ａ）本実施要領９．違反事項の取扱いに定める違反の区分のうち

「監視」以外の判定を行った場合 

（ｂ）原子力規制委員会が、保安検査により事業者の行う改善措置の

状況の確認が必要と判断した場合 
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（２）必要があると認めるときに行う保安検査 

１Ｆ規則第４０条第２項の規定に基づき、実施計画による保安のための

措置の適正な実施を確保するために必要があると認めるときに行う検査。 

 

４．保安検査の期間 
原子力規制事務所（以下「規制事務所」という。）の原子力運転検査官は、

本実施要領３．保安検査の種類に定める保安検査を次に掲げるところにより

実施する。 

（１）年４回の保安検査 

年４回の保安検査は、１回の検査当たり１０週間の期間を標準として設

定し、事業者の保安活動及び核燃料施設等の状況に応じて適時検査を実施

する。 

 

（２）必要があると認めるときに行う保安検査 

本実施要領３．（２）の必要があると認めるときに行う保安検査は、必

要があると認める期間に実施する。 

 

５．保安検査の方針 
保安検査は、原子力規制委員会が決定する保安検査の基本方針に従い、実

効的なものとなるように実施する。 

 

６．年度保安検査計画の作成、通知及び公表 
安全規制管理官（核燃料施設等監視担当）（東京電力ホールディングス株式

会社福島第一原子力発電所にあっては、東京電力福島第一原子力発電所事故

対策室長）（以下「担当管理官等」という。）は、年４回の保安検査について、

原子力規制委員会が決定する保安検査の基本方針及び本実施要領１３．年度

評価の実施に基づく前年度の年度評価を踏まえ、担当する核燃料施設等の年

度保安検査計画（以下「年度計画」という。）を作成し、担当管理官等名で各

核燃料施設等の代表者に通知するとともに、原子力規制委員会ホームページ

において公表する。 

必要があると認めるときに行う保安検査については、年度計画の作成、通

知及び公表は行わない。 

 

７．年度計画の変更並びにその変更に係る通知及び公表 
担当管理官等は、年度計画を変更する場合には、年度保安検査変更計画を
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作成し、担当管理官等名で各核燃料施設等の代表者に通知するとともに、原

子力規制委員会ホームページにおいて公表する。 

 

８．保安検査の実施 
統括原子力運転検査官（以下「統括運転検査官」という。）は、年４回の保

安検査に当たっては、年度計画（本実施要領７．年度計画の変更並びにその

変更に係る通知及び公表に基づき年度計画を変更した場合にあっては、年度

保安検査変更計画）に基づき、担当管理官等と調整の上、実施する。 

また、統括運転検査官は、必要があると認めるときに行う保安検査に当た

っては、原子力規制委員会が決定する保安検査の基本方針に基づき、担当管

理官と調整の上、実施する。 

 

９．違反事項の取扱い 
統括運転検査官は、保安検査において保安規定違反の疑いのある事象を発

見した場合又は当該事象について事業者から報告を受けた場合は、直ちに担

当管理官等に報告するとともに、事業者に対し事実関係を確認する。 

統括運転検査官は、確認した事実関係を踏まえ、当該事象が保安規定に違

反しているかどうかを判断する。 

統括運転検査官は、保安規定違反について、発生した事象に係る原子力安

全に対する影響度等を総合的に考慮した上で、当該事象を評価し、当該事象

が軽微な違反（以下「監視」という。)に該当するものかどうかの判定を行う。 

担当管理官等は、判定の結果が「監視」以外の区分に該当する場合は、速

やかに原子力規制委員会に報告するとともに、法令に基づく命令又は指導文

書の発出により、事業者に対し適切な期間内に再発防止策等を報告するよう

求めること等について同委員会の判断を仰ぐ。 

担当管理官等は判断の結果が「監視」に該当する場合は、本実施要領１１．

原子力規制委員会への報告に基づく報告に併せて同委員会に概要を報告する。

また、担当管理官等は、その後の基本検査において事業者の行う改善措置の

状況を監視する。 

 

１０．保安検査報告書の作成 
統括運転検査官は、保安検査終了後、保安検査報告書を作成する。 

 

１１．原子力規制委員会への報告 

担当管理官等は、保安検査の実施結果を四半期ごとに原子力規制委員会に

報告する。なお、報告時期については、報告対象の四半期が終了してから１
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か月以内を目途とする。 

 

１２．保安検査報告書の通知、公表等 
担当管理官等は、保安検査の実施結果を原子力規制委員会に報告した後、

保安検査報告書を担当管理官等名で事業者の代表者に通知するとともに、原

子力規制委員会ホームページにおいて公表する。 

東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設に係

る保安検査報告書にあっては、あわせて国家公安委員会及び海上保安庁長官

に送付する。 

 

１３．年度評価の実施 
統括運転検査官は、年度内に実施した保安検査の結果に加え、保安調査に

よる保安活動の確認結果、トラブル等の発生状況等を踏まえ、担当核燃料施

設等ごとの保安活動に係る年度評価を実施する。 


